
 

 

導入促進基本計画 

 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

①人口の推移、人口構造 
令和 5 年 2 月 1 日現在、 当町の人口は 14,487 人（男性 7,130 人、女性 7,357

人）、 世帯数は 5,570 世帯である。国勢調査に基づく人口の推移をみると、昭和 40
年から昭和 60 年までは増加傾向であった。平成 2 年から平成 22 年までは約 15,000
人で推移していたが、平成 27 年には 14,752 人、令和 2 年には 14,355 人と減少に

転じた。また年齢 3 区分別人口の割合は 0 歳から 14 歳が 13.1%、15 歳から 64 歳

が 58.3%、65 歳以上が 28.7%と少子高齢化が進行している。 
また、国立社会保障・人口問題研究所の人口推計によると、2045 年には 10,467

人まで減少する結果となっており、人口減少に伴う労働力や人材の不足が危惧され

ている。 

 
②産業構造及び中小企業者の実態等 

当町は濃尾平野の北西部に位置し、良質で豊富な地下水に恵まれた立地条件のも

と、電子部品・デバイス・電子回路、プラスチック、食料品等の多様な製造業が進

出し、地域経済の発展を支えてきた。産業構造は第 2 次産業が 61%、第 3 次産業が

39%を占めており、産業別の従業者数は製造業が 40.8%と最も多くを占める。次い

で卸売・小売業が 14.1%と多い。当町の基幹産業である製造業については、民間企

業の縮小や撤退によって出荷額が平成 21 年に大きく減少後、概ね横ばいが続く。

事業所数・従業員数は減少傾向にある。中小企業者は大企業と比較して少子高齢化

による人手不足や、働き方改革への対応等の厳しい事業環境により、減少が進んで

いると考えられる。 
 

（２）目標 

 当町では、中小企業等経営強化法第 49 条第１項の規定に基づく導入促進基本計

画を策定し、中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、労働生産性の向上を図

り、中小企業者の事業基盤を強固にするため、導入促進基本計画期間中に 3 件以上

の先端設備等導入計画の認定を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

 先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に関

する基本方針に定めるものをいう。）が年率 3％以上向上することを目標とする。 
 



２ 先端設備等の種類 

 当町の産業は、製造業が中心ではあるが、卸売・小売業、建設業、サービス業な

ど、多様な産業が経済、雇用を支えているため、これら多様な産業で広く事業者の

生産性向上を実現する必要がある。したがって、多様な産業の多様な設備投資を支

援する観点から、本計画において対象とする設備は、中小企業等経営強化法施行規

則第７条第１項に定める先端設備等全てとする。 
 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

 当町は町内全域が肥沃な平坦地で、地下水が豊富など多様な産業の適地であり、

町内広域に様々な産業が立地している。中小企業者による幅広い生産性向上を実現

するため、本計画の対象区域は、町内全域とする。 

  

（２）対象業種・事業 

    当町の産業は、製造業が中心ではあるが、卸売・小売業、建設業、サービス業な

ど、多様な産業が経済、雇用を支えているため、これら多様な産業で広く事業者の

生産性向上を実現する必要がある。したがって、本計画において対象とする業種は、

全業種とする。 
    生産性向上に向けた事業者の取組は、新商品の開発、自動化の推進、IT 導入に

よる業務効率化、省エネの推進等、多様である。したがって本計画においては、労

働生産性が年率 3％以上に資すると見込まれる事業であれば、幅広い事業を対象と

する。 
 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

国が同意した日から 2 年間（令和 5 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日）とする。 
 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

計画期間は 3 年間、4 年間又は 5 年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に際し配慮すべき事項 

（１）雇用への配慮 
人員削減を目的とした取組を計画認定の対象としない等、雇用の安定に配慮す

る。 

 
（２）健全な地域経済の発展への配慮 

公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものについては

先端設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮する。 


